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《論文》

生乳生産者団体の 原料乳分配方法に よ る原料乳市場構造の変化

　一
北海道指定生乳生産者団体ホ ク レ ンの 「優先用途」販売方式に着 目して一
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Abstract：

　 This　paper 　argues 　how　the　division　rules 　of　raw 　milk ，　which 　had　been　established 　by　HOKUREN ，

amonopolistic 　agricultural 　cooperative ，　changed 　the　raw 　milk 　market 　structure 　in　Hokkaido，　 A 　fbcus

of　this　analysis　is　the
“
Priority　Use

”
sale　rule ，　which 　separates 　raw 　rnilk　for　

“
Priority　UseZ　for　example

liquid　milk 　products，　on 　demand　for　raw 　materials 。f　milk 　processing　companies ．

　 Since　the　l990s，　the　raw 　milk 　market 　structure 　in　Hokkaido　has　changed 　in　terms　of　equalization

of　big　milk 　processing　companies
’

market 　shares 　and 　diversification　of　sale 　uses ．　A 　factor　in　this　shift

is　correspondence 　of　the　market 　conducts 　between　HOKUREN 　and 　a　part　of　milk 　processing 　companies

to　increase　
“
Priority　Use

”
，　because　HOKUREN 　would 　avoid　decreasing　raw 　milk 　production　in　response

to　a　reduction 　of
“Processing　Use

”
quotas　since 　1990s，　and 　the　companies 　would 　increase　or 　regulate

raw 　materials 　purchases　efficiently．　As　a　result ，　the　market 　perfbrmances　are 　more 　competitive 　price

setting 　and 　dispersion　of　risk 　involved　in　milk 　business　fbr　HOKUREN ．　 However，　there　is　possibility

of　happening　a　conflict 　of　supply 　and 　demand　adjustment 　costs　between　milk 　firms，　or　HOKUREN 　and

firms．
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1　 は じめに

　1990年度以降、わが国で飲用乳向けに処理 され

る生乳が 47万 トン 減少 した一方で乳製品向けはお

よそ40万 トン 増加 したが 、 それ に大きく寄与 した

の が ク リーム ・脱脂濃縮乳な どの 「液状乳製品」1）

で ある （バ タ
ー ・脱脂粉乳は横ば い ）。 乳製品主

産地であ る北海道で は 1990〜07年度に、「加工 原

料乳」（バ タ
ー ・脱脂粉乳な ど向け）は 14％減少

した
一
方で、「生 クリ

ーム 等向け」 （液状乳製品向

け） は232％増 と大幅 に増加 した 2）
。 こ の ように

原料乳の 需給動向には用途に よ っ て か な りの差異

を見出せ る 。 こ の 原料乳需要の 傾向は基本的に最

終需 要の 反映 と言 えるが、単 に それ だ けで は な

い 。 乳業資本に よる生乳共販の 特定の 販売方式 を

活用 した最終需要変化へ の対応策が、こ うい っ た

原料乳調達の変化 として現れた と思われ る。

＊ 名寄市立大学　　キー
ワ
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　 液状乳製品向け取引の 拡大に関する既存研究 と

して矢坂 ［11］、並 木 ［6 ］が あ る。 矢 坂 ［11］

は 、液状乳製品向け取 引の 拡大 を可能 に した条

件、そ し て 液状乳製品が 主 として 乳飲料な ど飲用

乳向け原料 と して 用 い られる こ とから北海道が飲

用乳原料地帯 と して の性格 を帯び つ つ ある点を明

らかに した （道外へ の生乳移出の恒常化と合わせ

て）。 並木 ［6］は 液状乳製 品向け取引が生乳需

要拡大お よび乳価安定化の 両側面に寄与 した点 を

指摘 した 。 しか し既存研究で は、液状乳製品向け

取引の拡大が、乳業資本の 集乳シ ェ ァ な ど北海道

にお ける原料乳市場構造に い か な る影響を及ぼ し

たか とい っ た視点は見 られ ない
。

　本論文の 課題は、北海道 を事例 と して ホ ク レ ン

の 原料乳分配方法に規定された原料乳市場構造の

変化 を明 らか にす る こ とで ある。そ の 際、生乳生

産者 団体 に よ る 「優 先用途」販売方式 に着 目す

る 。 「優先用途」販売方式 とは 、 生乳 の 取引用途

の うち液状乳製品向けな どの 「優先用途」に つ い

て は優先的に必要量取引をおこ なう原料乳分配方

法で あ る 。 特 に 1990年代中葉以 降、乳 業資本 は

「優先用途」取引の 拡大 とい う形態に よっ て 原料

乳調達行動 を変化 させ 、 その結果 と して北海道の

原料乳市場 にお ける各乳業 資本の 占有率 （以下、

集乳シ ェ ア） に顕著な変化が生 じた 。 こ れ は各社

間で原 料乳調達行動の変化 に差がある こ とを示唆

する 。 分析対象は 、 北海道指定生乳生産者団体ホ

ク レ ン 農業協同組合連合会 （以 下、ホ ク レ ン ）、

ならびにホ ク レ ン か ら原料乳を購入する乳業資本

とする 。 まず 「優先用途」販売方式の仕組み 、 そ

の 生乳共販上 の 位置付 けを検討する 。 そ して原料

乳調達の 変化 に同方式が果た した役割、そ の結果

として の 市場構造変化の 意味を分析する 3）
。

∬　 生乳共販 に お ける 「優先用途」販売方式

　 1　 「優先用途」販売方式の仕組み

　2007年度現在の ホ ク レ ン取引用途は、飲用乳向

け （牛乳）、発酵乳等向け （ヨ
ー

グ ル トな ど）、 生

ク リーム等向け （液状乳製 品）、 チ ーズ原料乳 （ナ

チ ュ ラ ル チ
ーズ ）、加工 原料乳 （バ ター ・脱脂粉

乳など）の 大 きく5用途で ある。 こ の うち加工 原

料乳以外 の 4 用 途は 「優先用 途」 と呼 ばれ て い

る。こ れ ら用途が 「優先用途」とされ る理由は 、

加工 原料乳 と比 して 乳価が高い 、ある い は需要が

増加 して い るか らで ある 4）
。

　 まず最初 に 「優先用途」は乳業資本の 必要量に

応 じて、受託乳量全体か ら先取 りして各社に優先

的に分配 され る。次にホ ク レ ン との 交渉で各社に

事前 に割 り当て られ た 「乳業者間構 成比率」 （持

分比率）に従 い
、 「優先用途」 を先取 りした後の

残 りの 原料乳 を加工原料乳 として比例分配する 。

よっ て加工 原料乳の 分配量 は、乳業資本の希望数

量に必ずしも合致する とは限 らな い 5 ）。 こ うい っ

た分配方法の ため、中央酪農会議で策定された生

乳計画生産 （あるい は出荷計画）の 予測 を超えて

生乳 の 需要量 ・供給量が変化 した場合、加工 原料

乳の 過不足 として集中的に現れ る こ とに なる 。

一

般に生乳需給の緩和 ・逼迫が、バ タ ー ・脱脂粉乳

の 過不足 と して現象す るの は こ の ためで ある 。 乳

業資本 に と っ て 「優先用途」販売方式は加工 原料

乳の増減に伴 うリス ク を負 うもの の 、「優先用途」

の必要時必要量購入 を可 能にする 。 こ の点が 1990

年代以降、特に重要な意義をもつ こ とに な る 。

　 2　 ホクレ ン に よる配乳権 の 主体 的行使

　 と こ ろ で 、「優先用途」販売方式は生乳生産者

団体が 原料乳分配 を主体的に決定で きる こ と （配

乳権の 主体的行使） を前提 として い る 。 ある生乳

生産者団体が特定の地域で ほぼ生乳販売を独 占し

て い た と して も、 集乳施設 ・ミル ク ロ ーリーとい

っ た生乳輸送手段が乳業資本主導で 運用 され 、 生

乳生産者団体が原料乳の分配 を主体 的に決定 ・実

施で きない 場合がある 。 1960年代以前は こ うい っ

た乳業資本に よる原料乳地域の 囲い 込み ＝垂直的

統合が広範に存在 してお り、都府県の
一

部地域で

は現在で も散見され る 。

　 1960年代以前は特定の 乳業資本に よる排他的集

乳域の 存在に規定され、ホ クレ ン は配乳権 を十全

に行使 で きな い 状況にあ っ た 。 しか し、ホ ク レ ン

は70年代末まで に酪農家か ら工 場まで の 生乳流通

網の掌握を進め 、農協系統の 集送乳施設 を経由す

る生乳の 比率 は 1966年度の 18％ か ら75年度の 78％

へ と飛躍的に上昇 した 6）
。 現在では ミル ク ロ ーリ

ー
、 ク

ー
ラ
ース テ

ーシ ョ ン （貯乳所）、 生乳移出

用 フ ェ リ
ーなど ほ ぼ 全 て の 輸送手段が ホ ク レ ン
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ホ ク レ ン 以外 ホ ク レ ン 農業協同組 合連合会

販売量 シ ェ ア

販売量 （トン ）

2％
6万

98％

371万

凾

凾

大 手資本 （雪 印
・
森永

・
明治

・
よつ 葉） 中規模資本 小 規模資本 な ど 道外資本 ・工 場

集乳 シ ェ ア 74％ 12％ 5 ％ 9％

企業数 4 5 100弱 一

1社あ た り購入量 （トン ） 49万 一79万 2 万一20万 4 万以下 一
1社 あた り集乳 シ ェ ァ 13−21％ α5− 5 ％ 1％以 下 一

飲用乳 ・乳製品仕向 け比 率 ほ ぼ乳 製品 ほぼ乳製品 ほ ぼ飲用乳 ほ ぼ 飲用乳

　　　　　　　　　　　　図 1　 北海道における原料乳市場構造 （2007年度）

資料 ： ホ ク レン 「指定団体情報」、 「日刊酪農乳業速報資料特集」よ り作成。

　注 ： 1）「ホ ク レ ン以外」は サ ツ ラ ク農協 お よび 函館酪農公 社 の 集乳量合計 。

　　 2）乳業資本の 集乳 シ ェ ア はホク レ ン販売量 に対す る数値。

（系統農協）の負担と責任の下で運用されて い る 7）
。

70年代にお ける こ の 変化は 、 生乳生産者 団体 と乳

業資本 との 力関係 の変化 とい うよりは、この時期

に乳製品の 需給緩和が周期的に生 じる ように なっ

て 乳業資本の 負担する需給調整 コ ス トが増加 し、

全量受乳 を基本 とする原料乳地域囲い 込 み の 意義

が低下 したためと考え られ る 。 乳業資本は垂直的

統合関係を徐 々 に解消 し、 垂直的統合下で は自ら

が負担して い た生乳輸送費をホク レ ン に負担 させ、

原料乳調達 コ ス トの 削減 をは か っ たの で ある 8）
。

　結果 と して 、ホ ク レ ン は 1970年代末まで に主体

的な配乳権の 行使が可能 とな っ た 。 ときに配乳先

乳業資本の 変更 を伴う 「優先用途」の 優先配乳 、

つ まり 「優先用途」販売方式は こ の配乳権の 主体

的行使を前提条件と し、 以後実際に展開 され る こ

とになる 9 ）。

皿　原料乳市場構 造 と液状乳製品向け取 引

　　の 展開

　 1　 北海道に お ける原料乳市場構造

　図 1 に北海道にお ける原料乳 の 市場構造 を示 し

た 。 生乳販売側を み る と 、 ホ ク レ ン が単独で98％
と圧倒 的なシ ェ ア を有 し、そ の 他生 乳生 産者団

体 10） は わずか 2 ％程度 にす ぎない 。 よっ て 、 北

海道の原料乳市場は売手独占の状態に あると言 え

る ll＞
。 次に生乳購入 ・処理側をみ る と、 1社 あた

り購入量 50〜80万 トン の 大手乳業資本が 4 社 で 全

体の 74％ 、 続い て 大手資本 よ りは購入量の小 さい

中規模乳業資本 12）が 5 社で 12％ を占め る。残 り

5 ％ は 100弱の 小規模 資本
・
業者が購入する 。 ホ

クレ ン販売量 の うち91％が道内で 加工 処理 され 、

残 り9 ％ は都府県 の 乳業資本 ・工場 に移 出 され

る。以上の ように 、少数の 乳業資本に購入量 が 集

中 して お り、 道内の 原料乳市場 は買手寡占の状態

にある と言える 。

　 よ っ て 北海道における原料乳の 市場構造は、売

手独 占 ・買手寡占を特徴とする。 大手資本の うち

森永乳業 と明治乳業、な らび に 中規模資本 1社

は、都府県に も工場 を設置 し地元の 生乳生産者団

体か らも原料乳 を購入するが、乳製品向け原料乳

の 供給元 はホ ク レ ン に ほ ぼ 限定さ れ る。 また大

手 ・中規模資本ともに 、 ホク レ ン か ら購入する原

料乳 はほぼ乳製品向けである 。 よっ て 北海道の 原

料乳市場で は 、 ホ ク レ ンがあらゆ る乳業資本に対

して 実質的に唯一の 原料乳供給者の関係にある 。

2　 生 クリ
ー

ム対策と液状乳製品向け取 引の

　　拡大

1990年代以 降にお けるホ ク レ ン の取引用途量推
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移の 特徴 は、加工 原料乳限度数量 の 削減 に よ り加

工原 料乳が 減少 した
一方で 、「優先用 途」が 増加

したこ と で ある 。 具体 的な数値 をあげる と 、 1990

年度か ら07年度まで に販売乳量合計 は76万 トン増

加、その 内訳は加工 原料乳27万 トン 減少、「優先

用途」 103万 トン増加 となる 。 「優先用途」で は生

クリ
ーム等向けが64万 トン 増加、道外移出生乳13）

が 13万 トン 増加な どで あ り、生 ク リ
ーム等向けが

大部分 を占め る 14）
。 生 ク リ

ー
ム 等向けの 大幅な増

加は 、 以下 に 述 べ る販売奨励策に よると こ ろ が大

きい 。

　1990年代半ばか ら生乳生産者団体、乳業資本、

国の 3 者に よ っ て実施され た液状乳製品増産奨励

策は、一般 に 「生 クリーム 対策」 （ない し液状化

対策）と呼ばれる 。 液状乳製品は乳脂肪分の ク リ

ー
ム、無脂乳固形分の脱脂濃縮乳、生乳 を濃縮 し

た濃縮 乳か らなる。 こ の うち ク リ
ー

ム ・脱脂濃縮

乳の 2 品 目で液状乳製品の大部分を占め る 。 ク リ

ーム はバ ターの 、 脱脂濃縮乳は脱脂粉乳の 中間製

造物 で あ り、バ タ ー ・脱脂粉乳と代替性をもつ
。

こ の代替性に注 目して 考案 された のが生 ク リーム

対策である 。

　生 ク リ
ー

ム 対策の 直接的な経緯は 1992〜93年度

に生 じた大幅な生乳需給の 緩和で ある。 特に93年

度 に は バ タ ー在庫量 が 5 万 ト ン 15） を超 え、70年

代末に匹敵する水準 まで 増加 した 。 こ の 事態を放

置すれ ば、大量の 余乳発生 、 大規模な計画減産、

乳価の下落 （乳製品価格 の下落）が予期 された 。

そ こ で バ タ
ー ・脱脂粉乳 との 代替が可 能な水準 ま

で 生 ク リ
ー

ム 等向け乳価を引 き下 げ 15）、国産生乳

の 需要量 を増加 させ る試み が 開始 され た の で あ

る 。 また液状乳製品は水分含有量が多く貯蔵性に

乏 しい ため 、輸入乳製品 との 代替可能性が 小 さ

く、 市場 開放下で も継続的な国産生乳需要が期待

され た 。 93年度にホ ク レ ン 単独の 事業 として開始

され 、 95年度に は国の 事業 に格上 げとな り、乳価

引き下 げ分 を補填す る ため ホ ク レ ン に 国か ら補助

金が交付された 。 基準数量を超過 した数量を対象

に 10〜12円／kgの 補助金 を交付する 仕組 み で 、

2008年度現在 まで 同様の 政策が継続して実施 され

て い る17）
。

　 この 生 ク リ
ーム 対策に よ り、乳業資本は大幅に

生 クリーム 等向け取引を拡大 した 。 図 2 は各乳業

万 トン
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一
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一fi一明治乳業
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一
囗
一森永乳業

＋ よつ 葉乳業

一〇一中 規模 B
一 中規模 D

1995
（年度）

2000 2005

図 2　乳業資本各社 の 生 ク リ
ーム 等向 け購入量

資料 ：ホ ク レ ン 酪農部資料 、ホ ク レ ン 「指定団体情報」

　　 よ り作成 。

資本の 生 ク リ
ーム等向け原料乳購入量の推移で あ

る。2000年度実績で は、生 ク リーム等向け68万 ト

ン の うち、クリ
ー

ム向けに46万 トン、脱脂濃縮乳

向けに20万 トン 、 濃縮乳向けに 2万 トン とな っ て

い る 18）
。 1995年度 を前後 して 各社と も購入量 を増

加させ て い るが 、特 に明治乳業 、 森永乳業 、 中規

模 A の 増加が め ざま しい 。 また 絶対量 は小 さい

が、他の 中規模資本 で も2000年度以降増加がみ ら

れる 。そ の
一方で 、雪印乳業 とよ つ 葉乳業は さほ

ど増加 して い な い
。

こ れ ら 2社が液状化 を推進 し

なか っ た要因は明治 ・森永 と異なる商品政策を採

用 して い たか らと考 え られ る 19）。こ の よ うに生 ク

リ
ーム 等向け購入量の増加程度には乳業資本に よ

っ て 違い が み られ る 。 なお液状乳製品の 需要先 を

み る と 、 クリ
ー

ム は製菓
・製パ ン業、ア イス ク リ

ーム メ ーカ ーで 6 割強、そ して脱脂濃縮乳の 7 割

は乳業資本が 自ら消費する 自社消費で、乳飲料
・

発酵乳 （ヨー
グル ト）などの 原料 と して 用い られ

て い る20）
。

N 　原料乳分配方法に 規定された市場構造の

　　変化

1　 乳業資本の 原料乳調達行動の変化

1990年度か ら07年度 まで の乳業資本 に よる原料
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　　　 図 3　乳業資本の 原料乳調達 の 変化

　　　　　　 （1990→ 2007年度〉

資料 ： ホ ク レ ン 酪農部資料 、 ホ ク レ ン 「指定団体情報」よ

　　 り作成。
　注 ： 1）矢印の 動 きは1990年度 か ら07年度へ の 変化 を

　　 　　 表す。

　　 2）原料乳購入量 は ホ ク レ ン か らの 年間購入 量。
　　 3）「優 先 用 途」＝原料乳 購 入量 一加工 原 料乳 。

　　 4 ＞2007年度 の 雪 印 の 数値 は分 社化 した 日本 ミル

　　　　 ク コ ミュ ニ テ ィ （約 3万 トン ）を含む 。

乳調達の変化を示 したの が 図 3 で ある 。 横軸はホ

ク レ ン か らの 原料乳購入量 、 縦軸は 「優先用途」

購入量 を示す 。 こ れ に よる と 、 特に 大きく原料乳

購入量を増加 させ た明治 、 森永 、 中規模A は い ず

れ も 「優先用途」購入量 を増加 させ て い る （右上

へ の 動 き）。 原料乳購入量の増加量 は 「優先用途」

の 増加量に ほぼ等 し く、「優先用途」の増加 に よ

り原料乳購入量 を増加させ たこ とが分か る。 しか

し、 雪印とよ つ 葉の 動 きは これ らと異 な っ て 「優

先用途」 はほぼ増加せず 、 雪印は 26万 トン 、 よ つ

葉 は 3 万 トン ほ ど原料乳購入量 を減少 させ て い

る 。 ホク レ ン酪農部資料に よる と、明治は原料乳

購入量増加分40万 トン の うち、生 ク リ
ー

ム 等向け

25万 トン 、道外飲用乳向け21） 10万 トン 、同 じ く

森永 は全体増加分21万 トン の うち、生 ク リーム 等

向け16万 トン 、チ
ーズ原 料乳 6 万 トン で ある 。 中

規模 資本 もその 増加分の 多くが 生 ク リーム 等向け

で ある 。

一方、雪印お よびよ つ 葉の 減少分はほぼ

加工 原料乳であ っ た 。

　 図 4 は大手乳業資本の 地域別処理乳量 の 推移で

あ る
22＞

。 1990年代 を通 じて 北海道で の 処 理乳 量

（＝ホ ク レ ン か らの直接購入 量）を減ら して きた

　 　 　 　 ＋ 雪印 （都府県）

万 トン　 　 ーt一森永 （都府県）

120
　 　

1008060402001990

1995
（年 度）

＋ 雪印 （北海道）

− o 一森永 （北海道）

2000 2005

　　　図 4　 大手乳業資本の地域別処理 乳量

資料 ：各社 「有価証券報告書」、「日刊酪農乳業速報資料

　　 特集」、ホ ク レ ン 「指定団体情報」より作成 。

　注 ： 1）都府県処理乳ts　＝！全国集乳量 一ホ ク レ ン購入

　　 　　 量 （北海道処理乳量）。

　　 2 ）1992、2  年度の 全国集乳量は未公表 の た め

　　　　 不明 。

　　 　3＞2003年度以降の 雪印 （北海道）の 数値 は 分社

　　 　　 化 し た 日本 ミ ル ク コ ミ ュ ニ テ ィ の 数値 を含

　　 　　 む 。 概ね 3万 トン 前後で 推移 。

雪印は、都府県で もほぼ横ば い で 、2000年度以降

は食中毒事故と分社化に よ り大 きく処理乳量 を減

ら した 。

一
方で明治および森永 は90年代半ばか ら

北海道で の 処理 乳量が 明確 な上昇 を示 し、特 に

2000年代 に入 っ て都府県で の 処理乳量が停滞 ・減

少局面に転 じる中で 北海道で は増加傾 向を継続 し

て い るの が特徴で ある 。 05年度以 降は 、 これ ら 2

社 とも原料乳処理の半分以上を北海道で お こ な う

ようにな っ て い る 。 それで は明治、森永、中規模

Aus） とい っ た乳業 資本 はなぜ北海道で 処理乳量

を増加させ た の か 、以下 の 2 つ の要因を指摘で き

る 。

　 第 1に、利益率が低 く需要が減少 して い る牛乳

か ら、利益率の よ り高 く需要が増加 して い る乳飲

料
・
発酵乳、ク リ

ーム、チ
ーズへ の製造品目の シ

フ トが ある 。 「牛乳乳製品統計」 に よれば 1995年

と06年の 国内生産量を比較する と 、 牛乳が55万 k2

減 （− 13％） に対 して、乳飲料32万 麗 増 （＋ 35

％）、 発酵乳35万屍増 （＋ 72％）、 ク リ
ー

ム 4万 ト

ン増 （＋ 84％）、チーズ 2万 トン増 （＋ 19％）で

ある 。 こ れ ら品目の 増加は最終需要の 受動的反映

と い うよ り、 乳業資本の 商品政策の 転換を通 じた

能動的な最終需要の喚起 ・
創造の結果と考え られ
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るZ ）
。 そ れ ら の 原料乳 で あ る生 ク リーム 等向け

（液状乳製品は乳飲料
・
発酵乳原料と もなる）、 チ

ーズ原料乳と い っ た飲用乳 向けよ り低乳価の 用途

を大量 に購入で きる地域は北海道に限られ る 。 こ

れ は 、 生産量 （供給可能量）の大 きさと、都府県

よ り低 い 生乳生産費の た め で ある 25）。

　第 2 の要因として、ホク レ ン の 「優先用途」販

売方式による必要時必要量配乳の実施 を指摘で き

る 。 乳飲料 ・発酵乳原料 として従来は主 として バ

タ
ー ・脱脂粉乳が用 い られて い たが 、 加工原料乳

は限度数量削減の 下 で は購入量を増や すの が困難

で 、また 「持分比率」 を調整 して購入量 を積み増

しで きる とは限 らない 。 現に 「持分比率」が 「既

得権益」 として 固定化され、配乳実績 の少 ない 乳

業資本に とっ て 「参入 障壁 」となる点が指摘 され

て い る 26＞。そ こ で 乳脂肪分 ・無脂乳固形分を生 ク

リーム等向けと して購入すれば、優先的に配乳 を

受けて 必要量を確保で きる27）
。 また、解消され つ

つ ある とは い え乳業資本 の 排他的集乳域が残存す

る都府県では、各社の 集乳シ ェ ア を大 きく変化 さ

せ る ような購入 量の拡大が 難 しい
。 その 点 に お い

て も、ホ ク レ ン が配乳権 を完全に 掌握する北海道

で は購入量の拡大が よ り容易 である と思われ る 。

なお、ホ ク レ ン に よ る 必 要時必 要量配乳は 、 乳業

資本の 短期的な需給調整 コ ス ト負担 を軽減する効

果 も有する 。 牛乳需 要が 減少して い るに もかか わ

らず、大手乳業資本 は特に 2000年度以降に 道外飲

用乳向けを増加させ て い る 。 都府県におい て 大手

乳業資本は定時定量 （定時定率）取引が基本で za）、

それゆえに牛乳需要が減少する冬季 には余乳処理

費用 （乳製品へ の 加工 費用）が発生する 。 しか し 、

北海道で は牛乳需要に 対応 して原料乳購入量を変

える こ とがで き、 余乳処理費用をホ ク レ ン （ある

い は他 の 乳業資本）に転嫁で きる の である。

　 2　 原料乳市場構造の 変化の 特徴

　図 5 に て 1990年度 と07年度 の 各社 の 集乳 シ ェ

ア
・用途別比率を比較 した 。 横軸は各社の集乳シ

ェ ア 、縦軸は各社の 用途別比 率を示す （飲用乳向

けに発酵乳等向けを含む ）。 中規模乳業資本は 5

社の 合計表記 、 その 他はそれ 以外の 小規模乳業資

本お よび道外移 出生 乳の合計 と した 。 ホ ク レ ン お

よび乳業資本の 行動 に よる北海道におけ る原料乳

市場構造の 変化の 特徴は以下 の 3 点である 。

　第 1に、1990年度で33％ と突出 して い た雪印の

集乳 シ ェ アが低下 し 、 各社の シ ェ ア が均等化する

1彗≡ヨ加工 原料乳　　　■■■1チーズ 原料乳　　匚：コ飲用乳 向け　　　鬮 生 ク リ
ーム 等向け　　　（単位 ：％）

O　　　lO　　20　　30　　40　　5〔》　　60　　70　　80　　90　　100　　　　　　　　0　　　10　　20　　30　　40　　50　　60　　70　　80　　90　　100
009080
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鱒

釦

20100
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雪印　　　森永　明治　　よつ 葉　 中規模 その他

33　　　　 9　　 13　　　 27　　　合計　　9
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 9
　 　 　 　 　 （lggo年度）

009080

冊
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18　　 13
明治 　　 よつ 葉 　 中規模 その 他

21　　　　21　　　 合計 　　14
　 　 　 　 　 　 　 13
（2007年度）

　　　　　　　　　　　　 図 5　各社の集乳シ ェ ア ・
用途別比率の変化

資料 ：ホ ク レ ン 酪農部資料、ホ ク レ ン 「指定団体情報」 よ り作成 。

　注 ： 1）飲用乳向けに は 発酵乳等向けを含 む 。

　　 2）2007年度の 雪 印乳業は、日本 ミル ク コ ミ ュ ニ テ ィ （メ グ ミル ク）を含む。
　　 3）中規 模 合 計 は、中規 模 乳 業資本5社 の 合 計。
　　 4）そ の他 は、そ れ 以外 の小規摸乳業資本 お よび道外移出生乳の 合計。
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傾向にある 。 この 間の 変化 をみ る と 、 雪印 とよつ

葉の 集乳 シ ェ アは低下 、 その 一方で 明治 、 森永 、

中規模合計、そ の 他 は 上昇 した 。 特に 、よ つ 葉を

除 く大手乳業資本 3社の 合計シ ェ ア は50％ 強とほ

ぼ不変だが、そ の 内訳 をみ る と雪印が
一15ポ イ ン

トと大きく低下 した の に対 して 、 明治が伸長 して

雪印を上 回 り、 シ ェ ア は よつ 葉 と並んで最大 とな

っ た 。 ホ ク レ ン に と っ て 、農協系統資本で あるよ

つ 葉以外で購入量の大 きい 大手乳業資本 3社の シ

ェ アが拮抗した点を重要 な特徴 として指摘で きる 。

　第 2 に、第 1の 点と関係 して 、 集乳シ ェ ア の 拡

大は 「優先用途」の増加によ り生 じたとい う点で

ある 。 図 5 をみ る と明治 ・森永 ・中規模合計が、

生ク リ
ーム 等向け ・

チ
ーズ原料乳 ・飲用乳向けと

い っ た 「優先用途」の 購入量拡大に よ り集乳 シ ェ

ア を伸ば した の は
一

目瞭然 で ある 。 1990年代以

降 、 加工 原料乳は減少、生 クリ
ーム 等向けをは じ

め とする 「優先用途」は増加を続けて きた わけだ

が、こ の 「優先用途」の 増加を一
部の 乳業資本が

集中的にお こな っ た こ とを通 じて 、 集乳 シ ェ ア の

変化が生 じた と言える 。 その 際に、過去 の 配乳実

績の大 きい 乳業資本に有利な 「持分比率」分配方

式で は な く、「優先用途」に つ い て は 必 要量 分配

方式 を採用 したこ とに よ っ て、商品政策の シ フ ト

によ り変化 した乳業資本の 原料乳需要に応ずる こ

とが で きた と考えられ る 。

　第 3 と して 、 「優先用途」の 増加に より原料乳

市場で の 取引用 途の 偏 りが小 さ くな っ た点であ

る 。 1990年度で 6 割超だ っ た加工原料乳比 率は07

年度に は 4 割近 くまで 低下 した一方で 、 飲用乳向

け ・生 ク リーム等向けと もに 2割を超 え 、 取引用

途の多様化が進展 した と言える。

　 3　 市場構造の変化が各主体 に与 える影響

　最後 に、市場構造の 変化が 各主体に与える影響

につ い て 3 点ほ ど指摘する 。

　第 1 に用途別乳価形成へ の 影響で ある 。 ホク レ

ン は乳業資本間で の 差別乳価を基本的に設けずes）、

全て の乳業資本 と同一価格で 取引をおこ なう。 よ

っ て 、 ある用途で シ ェ ア の 大きい 乳業資本ほ ど価

格形成 に影響力を行使する こ とになる 。 図 5 の よ

うに、各用途 にお ける各社の シ ェ ア は 、 以前 と比

して 特定の 乳業資本 （雪印ある い は よつ 葉）へ の
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偏 りが小 さくな っ て い る 。 チ ーズ原料乳で の雪印

シ ェ ア は約50％ と2007年度現在 で もか な り高 い

が 、各社 の チ ーズ増産計画 をみ る と数年以内に か

な り縮小する こ とが 予想 されるSO）
。

つ ま り、 用途

別乳価 の 形成が よ り多 くの 乳業資本の 関与の も

と 、 よ り競争的な条件で な され る ようにな っ て い

る と考 えられる 。 「優先用途」の 必要量分配 とい

っ て も、常に満度で供給され るわけで はな い
。 特

に需要が拡大する用途に つ い て は 自社へ の分配量

を多 くするため に 、 乳業資本 は他社の 動向を見 な

が らホ クレ ンに価格 を提示す るこ とになる 。 政策

価格の対象で あっ た加工 原料乳の 比率は 5割以下

とな り、そ の 政 策価格自体も2000年度で廃止 され

た 。 各用途をめ ぐる競争状態が、用途別乳価の水

準を左右する と言 える 。

　第 2 に、ホ ク レ ン に とっ て取引用途 ・取引相手

が多様化した点である 。 特定の 用途 ・乳業資本 に

よ っ て 生乳共販全体の 動向が左右 されづ らくな

り、 リス ク を分散 させ る効果があ っ た と言 える 。

ただ し、「持分比率」分配で乳業資本にある程度

の 需給調整 コ ス トを負担させ られ る加工 原料乳の

比率が 低下 し、必 要時必要量分配 を求め られ る

「優先用途」 の 比率が高 まっ た 。 量的に膨張 した

「優 先用途」が 乳業資本 の 原料乳 需要 に 応 じて

日 々 増減する こ とで 、 ホ ク レ ン は従来 と比 して頻

繁かつ 規模の 大 きい 集送乳路線の 組み替えを求め

られる 。 こ れ はホ ク レ ン に と っ て需給調整 コ ス ト

負担の 増加 を意味 しよう。

　第 3 に需給調整 コ ス ト負担の 乳業資本間で の偏

在傾向で ある 。 図 5 に よれば、明治 と森永 は購入

量の 6 割が 「優先用途」として必要量購入が可能

で あるの に対 し、雪印とよつ 葉の必要量購入 量は

4 割程度で しか な い
。 複数社の 乳業工 場が立地す

る道内の ある地域で は、「優先用途」比 率の 高 い

A 社工 場 で 受け入 れる 「優先用途」が増加 する

と 、 加工 原料乳比率の高 い B社工場で受 け入れ る

加工原料乳が減少する 。

一
方、A社工場の 「優先

用途」が 減少する と 、 B社工 場の 加工 原料乳が増

加する 。 つ ま り、 A社の 「優先用途」受入量 の 減

少 に よ り生 じる余乳の 処理 をA 社がお こ なうの で

は な く、 B社が結果 と して おこ なうこ とになる 。

こ の ように加工 原料乳比率の低い 乳業資本は 、 同

比率が高い 乳業資本に 需給調整 コ ス トを転嫁で き
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る 。
バ ター不足が深刻化 した 2008年に 、

一時的に

チ
ーズ原料乳 を削減 して加工 原料乳へ 振 り向ける

措置が とられた 。 そ の 際、需給調整 コ ス トの負担

と い う貢献度 を加 味 して 加 工 原料乳 の 「持 分比

率」以上の 分配を求め る乳業資本 、 それを認めな

い 他 の 乳業資本お よ び ホ ク レ ン との 間で 原料乳分

配をめ ぐる コ ン フ リク トが生 じて い る 。

V 　 お わ りに

　北海道の 原料乳市場は ホ ク レ ン の売手独 占で あ

るか ら 、 ホ ク レ ン の 原料乳分配方法の 有 り様が市

場構造 を規定する作用は強 い 。 特に 、 個 々 の 乳業

資本の 原料乳需 要を反 映 しづ ら い 「持分比率」方

式に よる原料乳分配は、各社の集乳 シ ェ ア を固定

化 させ る作用 を持 つ
。 「持分比 率」方式は 、乳業

資本の 商品政策に大差が な い 場合 には有効に機能

しえたが 、 乳業資本の 商品政策 に差が生 じれ ば原

料乳販売の チ ャ ン ス ロ ス を引 き起こ しか ね な い 。

その点で 、 1990年代 中葉以降の 必要量分配 による

「優先用途」の 増加は、乳業資本の 原料乳需要の

変化に 応 じた原料乳分配 の 調整過程で あ っ たと言

えよ う。

　本論文で 検討 した原料乳市場構造の 変化は、加

工原料乳限度数量の 削減下で も減産を回避 した い

ホ ク レ ン 、な らび に原料乳購入量 を効率 的に増

加 ・変化させ たい
一部の乳業資本の市場行動が、

必要量取引 を特徴とする 「優先用途」取引の拡大

とい う方向性で
一
致 した こ とに よ っ て 生 じた 。 そ

の結果 と して 、 従来 と比較 して競争的な条件下 で

の 乳価形成お よびホク レ ン の 原料乳取引 に お ける

リス ク分散 とい っ た市場成果が もた らされた 。 し

か し、 その
一

方で ホク レ ン の負担する需 給調整 コ

ス トが 増加 して い る 。 また、需給調整 コ ス トの 負

担が 乳業資本間で偏在化 した 。 こ れ に よ っ て 、需

給調整 コ ス トの負担お よび原料乳分配 をめ ぐる コ

ン フ リク トが 発生 して い る 。

　 ホ ク レ ン が 「優先用途」販売を促進 して減産回

避 に努め た の は 、 組合員で ある個別酪農家が規模

拡大をお こ ない や すい 環境を醸成するためであっ

た 。 規模拡大を して も、限度数量削減お よび需給

状況に対応 した計画減産に よ っ て個別の生乳生産

枠が削滅ない し抑制 されて しまうと 、 規模拡大に

伴 う負債の 償還 に支障をきたす。 また、生ク リ
ー

ム 等向けなどを 「優先用途」に設定して販売を増

加させ た要因としては以下 の 点が考えられる 。 す

な わち、ホク レ ン は生乳販売量の 増加の ため に 、

ある程度の乳価引 き下げを受容 して きた 。 ホ ク レ

ン酪農部資料 に よる と、主要用 途で ある加工 原料

乳、生 ク リ
ーム等向け 、 飲用乳向けの 用途別 乳価

は 1990〜2007年度で 12〜14％下落 した 。 だが 、 酪

農家手取乳価の 基本 となる用途別乳価加重平均は

9 ％ の 下落に とどまっ て い る 。 こ れは相対的に乳

価の 高い 「優先用途」の 販売比重が増 したため と

思われ るが、ホ ク レ ン に よ る 生乳共販の 経済効果

に 関する解明が 課題 と して残され て い る （その試

み と し て は清水池 ・並木 ［8 ］を参照）。

　2007年末か らの バ ター不足 は、直接 に はホク レ

ン の 「優先用途」販売方式を要 因 としな い もの

の 、 そ れが持つ 問題点を露呈させ た と言える 。
つ

まり、「優先用 途」は加工 原料乳 よ り優先的に 分

配され るため、原料乳 の 不足 は加工 原料乳の不足

と して の み現れ る。 こ の結果 として バ タ
ー需給が

急激か つ 深刻 に逼迫 し、欠品発生 とい っ たかた ち

で末端消費 に多大な影響 を及ぼ した 。 今回の よ う

に原料乳不足 に陥っ た場合 には 、 加工原料乳の 分

配量 だけを削減する の で はな く、生 ク リーム等向

けやチ ーズ原料乳な ど他用途向けの分配量 をも削

減す る こ とに よ っ て 、 欠品発生 とい っ た深刻な需

給逼迫を回避する必要が あると考 えられ る 。

注

1）液状乳製品はク リ
ーム 、 脱脂濃縮乳 、 濃縮乳

　　の総称 。

2 ）ホ ク レ ン酪農部資料よ り受託分実績 。 カギ括

　　弧の 用途名称は ホク レ ン に よる呼称 。

3） なお こ こ で 2000年の 雪印乳業食中毒事件 と02

　　年の 市乳部門分社化が 、 本論文の 分析結果 に

　　与える影響 を予め指摘 して お きた い
。 結論か

　　ら言 えば、こ れ ら二 事件は直接的に 分析結果

　　を大 きく左右するほ どの 影響をもた ない 。 な

　　ぜ な ら雪印乳業が北海道内で集乳す る原料乳

　　の うち 、 飲用乳向けに振 り向ける比 率は
一

貫

　　 して 10％弱 しかない からで ある 。

4 ）ホ ク レ ン の 生乳共販、乳価交渉の仕組み に つ

　　 い て は清水池 ・並木 ［8ユを参照 。 また生乳
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　　共販の 前提となる生乳計画生産に つ い て は前

　　田 ［5 ］を参照 。

5 ）ホ ク レ ン 「ホ ク レ ン生 乳受託販売の 手引」に

　　よれ ば、乳業資本の 加工 原料乳 「希望数量」

　　を 「上 限値」として 各社の 構成比率を決め る

　　とされて い る 。 しか し、 あ くまで もこ の 比率

　　は 目安 であ り、 特 に余乳発生の 際 には処理能

　　力に余裕 をもつ 乳業資本が比率分以上の 生乳

　　を引 き受ける こ とになる 。

6 ）ホ ク レ ン 編 ［3 コp．183参照 。

7 ）ホク レ ンが道外移出向けの 生乳 を確保するた

　　め、一
部乳業工 場 （大規模工場）のク

ー
ラ
ー

　　ス テ
ー

シ ョ ン は ホ クレ ン の 委託 を受けて運営

　　される形態 をと っ て い る （ホク レ ンが乳業側

　　に委託料を支払 う）。

8）梅 田 ［10コpp202
〜203を参照 。 具体 的 に は

　　雪 印乳業編 ［13］p．67−−68に、「工 場着価格」

　　の 実現 （ホ ク レ ン に よる輸送費負担）、「需要

　　に即 した原料乳買入量の 確保」 との 記述が あ

　　 る 。

9 ）ホ ク レ ン 酪農部か らの 聞き取 り調査 に よれ

　　ば 、 「優先用途」販売方式が 分配 方法 と して

　　乳業資本 との 間で 合意 され たの が 1983年頃で

　　ある 。

10）その 他の 生乳生産者団体は加工 処理 施設をも

　　つ 生乳生産者団体で 、 ホ ク レ ン との 間で 原料

　　乳取引はな く、完全に独立 した生乳流通 を形

　　成する 。 こ れ らの 生産者 団体は、加工 原料乳

　　補給金制度に加入 して い ない こ とか ら 「ア ウ

　　 トサ イダー」 と呼称 され る 。 北海道で はサ ッ

　　ラク農業協 同組合、函館酪農公社の 2 酪農協

　　が 主要な アウ トサ イダ
ー

で 、 2007年度の 集乳

　　量は約 6 万 トン （2 酪農協合計）で ある 。

11）こ の 売手独占の要因 は、加工原料乳生産者補

　　給金等暫定措置法 （不足払い 法）をは じめ と

　　す る関連制度に よる ところが大 きい と思 われ

　　 る 。

12）本論文で は大手資本 より相対的に購入量の 規

　　模が小 さ く、か つ 乳製品を製造する乳業資本

　　 を中規模乳業資本とした。小規模層 と購入量

　　規模が 重複する の は この ため である 。

13）道外移 出生乳 とは 、 ホ ク レ ンが全農に 委託 し

　　 て道外 の 乳業資本向けに販売する飲用乳向け

　　用途である 。

14）数値は ホク レ ン 酪農部資料よ り。 ホ ク レ ン の

　　用途別販売量の 詳細 な推移とそ の 要因に つ い

　　て は清水池 ・並木 ［8］ を参照 。

15）お よそ 8 ヶ 月分 の 国内需要量 に相当する 。 日

　　本酪 農乳業協会 （j−milk ）資料 「乳製品の適

　　正在庫水準 につ い て 」2002年12月に よれ ば 、

　　適正在庫水準は需要量2．5ヶ 月分相当で ある。

16＞生 ク リ
ーム 対策以前の 生 クリ

ーム等 向け乳価

　　は代替する に は割 高 で あ っ た （矢坂 ［11コ

　　p．45参照）。 加工 原料乳 と生 ク リ
ーム 等向け

　　 との乳価の差は 、 1992年度で 13円程度で あ っ

　　たが、97年度に は10円程度 に縮小 した （い ず

　　れ も生 ク リーム等向けの方が高い 。 ク リ
ーム

　　向け価格 と加工原料乳価 との 比 較。ホ ク レ ン

　　酪農部聞 き取 り調査 よ り）。

17）2005年度か らは生 ク リ
ーム等向け ・発酵乳等

　　向け ・チ
ーズ 原料乳の 3 用途 を対象 とした

　　「生 乳需要構造改革事業」と して
一
括 され て

　　お り、06年度の ホ ク レ ンへ の 交付額は約 55億

　　円で ある （ホ ク レ ン 「指定団体情報」よ り）。

18）中央酪農会議 ［1］p．30よ り。

19）清水池 ［7 ］を参照。また、もと よ りバ タ

　　ー ・脱脂粉乳在庫が これ ら 2 社 （特に雪 印）

　　に 集中 して お り、既存 の バ ター ・脱脂粉乳需

　　要を狭隘化 させ うる液状化策は採用 しづ らか

　　 っ たと考え られ る 。

20）2006年度 の 数値で、農畜産業振興機構 「主要

　　乳製品の 流通実態調査報告書」より。

21）道外飲用乳向けは 、 道内の 工場で 加工 処理 さ

　　れ都府県へ 移出される飲用乳向け用途である 。

22）北海道で しか生乳処理 しない よつ 葉 を除 く。

　　 なお、都府県の 処理乳量 には大手乳業資本が

　　 道外移出生乳 として購入 し、 都府県の 工 場で

　　 処理 した数量 を含む 。 これは、道外移 出生乳

　　 と して各社が購入 して い る数量 を把握で きな

　　 い ためだが 、 数万 トン 程度 と推察 される 。

23） 中規模 A は90年代の 全国集乳量が不明だが 、

　　 2000年度以降の北海道処理比率は 5〜 6 割で

　　 推移 して い る （「日刊酪 農乳業 速報 資料特

　　 集」、 ホ ク レ ン 「指定団体情報」よ り）。 聞き

　　 取 り調査 によれば 、 82年の 北海道進出以降 、

　　 同社の 集乳量増加分の多くを北海道に よっ て
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　 　 い る 。

24）ク リーム に 関 して は矢坂 ［11］p．44〜46、チ

　　
ーズは清水池 ・並木 ［9 ］を参照 。

25）生乳 1kg （乳脂肪率3．5％換算）あた り生産

　　費は、2006年 で 都府 県76．8円 、北 海道61．3円

　　である （「畜産物生産費」よ り）。 都府県で は

　　生 ク リーム 等 向け乳価 （ホ ク レ ン供給価格 ）

　　 は生 産費以下の水準 となる 。

26）中央酪農会議 匚1］p，52よ り。

27）矢坂 ［11］p45 に よれ ば 、 液状乳製品使用に

　　 よる生産 コ ス ト削減効果 もメ リ ッ トとして指

　　摘 されて い る 。

28）小金澤 ［4コpp．80−
−81を参照。

29）ホク レンは生 ク リーム等向け取引に て 、 購入

　　量 を増加 させ る ほ ど乳価 を切 り下 げる措置を

　　
一時期実施 して い たこ とが ある （中央酪農会

　　議 ［1］p．53）。 こ の 措置 は 、 従 来か ら購入

　　量の 多い 乳業資本に とっ て 不利で 、こ れか ら

　　購入量 を増や そ うとする乳業資本に と っ て 宥

　　利 な制度で ある。こ の 手法は2007年度現在、

　　チ
ーズ 原料乳で も実施 され て い る （ホ ク レ ン

　　「指定団体情報」第 110号 を参照）。

30）清水池 ・並木 匚9］p211 の 第 1表 を参照 。
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